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概要：教育改革における自学自習尊重の流れを受け、学校図書館への期待が高まっている。学校図
書館法改正により 2003年度から 12学級以上の全ての学校に司書教諭配置が置かれることになっ
た。その他，予算措置や「子ども読書活動推進法」の制定、計画の策定など，学校図書館を取り
巻く環境に変化がうかがえる。 
本研究では，この変革の時期にある学校図書館の現状を各自治体の公立図書館および学校図書
館への施策から探ることを目的として、学校図書館の整備に関する全国ＳＬＡの調査および日本
図書館協会による公立図書館に関する調査を用いて、学校図書館の予算およびその他の施策と、
同地域の公立図書館の資料費(予算)および貸出密度の達成率を指標として分析を行った。滋賀県
全県を対象とした予備調査の分析から、対象は近畿 2府 4県の 92市とした。結果として、公立
図書館と学校図書館の充実に明らかな相関は見られなかったものの、公立図書館の充実度が低い
自治体では、学校図書館の充実度も低い傾向が見られ、学校図書館の充実度に大きな自治体格差
があることが問題点として浮かび上がった。また、他の分析結果から学校図書館への全体的な施
策に関して遅れがみられることが考察され、早急な対策の必要が指摘される。 
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１ はじめに 
学校図書館は「学校の教育課程に寄与するともに
児童または生徒の健全な教養を育成することを目
的」（学校図書館法第2条）とする、学校に設置が
義務づけられた施設（同3条）である。20世紀末か
ら今日にかけて、社会の変化、教育改革や情報化の
進展を受けて、学校図書館をはじめとする児童生徒
の読書環境を取り巻く状況にいくつかの新たな変化
が見られ、学校図書館への期待が高まっている。 
その第一は学校図書館の充実を求める流れである。 
1980年代に始まる自学自習を重視する教育改革の
流れを受けて、調べ学習などが重視されるようにな
り、メディアセンターとしての学校図書館の機能の
充実が求められはじめた。学習指導要領改訂により
新設された「総合的な学習」などでも、学校図書館
の活用が明示されている。 
第二の変化としては学校図書館充実のための財政 
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施策があげられる。上記の流れを受けて、1997年度
からの5年間に引き続いて、新たに「公立義務教育
諸学校の学校図書館の図書購入に要する経費の地方
財源措置について（通知）」（2002.4.15）により、
2002年度から5年間、総額650億円の財源措置が施
されている。 
第三の変化は、司書教諭の発令である。1953年の
学校図書館法制定以来懸案であった、「当分の間」
の司書教諭「配置猶予」の規定が、1997年改正され、
2003年度より12学級以上の学校には司書教諭配置
が義務づけられるようになり、これまで司書教諭が
おかれなかった学校でも司書教諭発令が行われるよ
うになった。 
最後に、社会全体に読書推進の潮流があらわれて
いることもあげられる。子どもの自主的な読書活動
を推進すべくその環境整備を目的とする「子ども読
書活動推進法」が2001年に制定された。国の「子ど
も読書活動推進計画」策定（2002年）に続き、地方
自治体でもそれぞれ「子ども読書活動推進計画」の
策定が進んでいる。 
２ 本研究の目的 
本研究では、上のような状況を鑑みて、学校図書
館の現状を調べることをめざして、学校図書館の充
実を公立図書館施策との関連から探り、近畿２府4 
県の自治体における小中学校の学校図書館の充実策
を比較検討することを目的とした。 
３ 研究方法 
3.1研究対象 
研究対象は、筆者が属する近畿2府4県の市、92
自治体（2003年10月現在）とした。 
公立図書館設置率は全国平均で市レベルでは97％
超であるのに対し、町村レベルでは40％未満と低く、
公立図書館との相関を分析する際に結果としてデー
タを使用できない町村が多く出現する。研究に先立
って予備的に行った滋賀県全県調査の分析によって
も以上のことが明らかになったため、公立図書館未
設置の自治体の多い町村を予め省き、市に限定した
ものである。 
3.2使用データ 
相関を見るのに、以下のデータを使用した。 
ａ「学校図書館図書整備費の予算化及び子どもの
読書活動の推進に関する調査」（全国学校図書館協
議会（以下、全国SLA) 2003年5月実施 2003.10.10
現在データ） より、近畿２府４県の市のデータ（回
答率73.9％）。 
ｂ「日本の図書館2002 統計と名簿」日本図書館
協会調査委員会編（日本公共図書館が毎年実施して
いる定数調査。2001年度実績から引用） 
ｃ 学校基本調査（各自治体ホームページより、
2003年5月１日現在データ） 
3.3 分析方法 
(1) ａ(「学校図書館の図書整備費の予算化及び子
どもの読書活動の推進に関する調査」)にｃのデータ
（学校数、児童・生徒数）を組み合わせ、小学生と
中学生一人当たりの図書費(予算)を算出した。 
（小学校1校当たり予算＊小学校数＋中学校1校当
たり予算＊中学校数）／（小学校児童数＋中学校生
徒数）   
 (2) ｂのデータより公立図書館住民一人当たり資
料費(2002年度資料費／奉仕人口)、貸出密度を割り
出し人口段階によって「基準」の達成率を算出した。 
分析の対象となったデータの数と、それらについ
て用いた「基準」を表１に示す。 
「基準」達成率を用いたのは、資料費と住民人口
は必ずしも単純比例するものではなく、単純に資料
費を住民人口で除すと大規模自治体のほうが数値が
低くなるという問題点が生じるためである。人口段
階別の「公立図書館の設置及び運営上の望ましい基
準（報告）（平成12年12月8日生涯学習審議会社
会教育文化審議会計画部会図書館専門委員会）に照
合し、その達成率を指標として用いた。 
人口段階別
　人口段階区分
人口
対象データ
学校図書館
データ回答有
資料費基準
(人口1人概
算)円
貸出密度基準
（人口1人年間貸
出点数）冊
A 30万人以上 14 9 350 7.8
B 10～30万人 25 20 550 10
C ３～10万人 51 38 700 11.4
D １～３万人 2 1 1000 13.8
Ｅ １万人未満 0 ― 1500 14.4
92 68 ― ―計
表１ 対象データと「基準」
※人口段階別は、「望ましい基準(報告)」の分類による 
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４ 分析結果 
４．１学校図書館と公立図書館の充実の相関 
(1)小中学生一人当たり図書費と公立図書館資料費
達成率の相関係数は、0.27で、相関があるとまでは
いえなかった(図１)。 
ただし、公立図書館資料費達成率上位10市下位10
市を比較してみると、上位10市（中央値95.6%）で
は、小中学生一人当たり学校図書館図書費の平均 
が1356.5円であったのに比べ、下位10市（中央値
17.7%）では、小中学生一人当たり学校図書館図書費
平均938.0円であった(図2)。 よって、公立図書
館資料費（住民一人当たり）の達成度が低い自治体
では、学校図書館図書費（小中学生一人当たり図書
費）も少ない傾向があるといえる。 
(2)小中学生一人当たり図書費と公立図書館貸出
密度達成率の相関係数は、0.17で相関があるとはい
えなかった(図3)。 
ただし、(1)と同様に、公立図書館貸出密度達成率
上位10市と下位10市を比較してみると、上位10市
（貸出密度中央値93.5%）小中学生一人当たり図書
費平均1307.6.円であったのに対し、下位10市（貸
出密度中央値19.1%）小中学生一人当たり図書費平
均1001.1円と、公立図書館貸出密度達成率の達成度
が低い自治体では、学校図書館図書費（小中学生一
人当たり図書費）も少ない傾向がみられた(図4)。        
(3) 学校図書館予算・予算化の方法と公共図書館の
充実  
国の施策として財源措置された130億円が、どの
ように予算化されたかについての調査で、「交付税
の単位費用積算に基づき予算化」した自治体とそう
でない自治体（すなわち学校図書館図書費としてで
はなく使途を指定しない一般予算として予算化した
ところ）という政策の差異は、公立図書館の充実と
関係が見られるかについて分析をおこなった。 
対象となった68自治体（学校図書館データ有り） 
中「1 交付税の単位費用積算に基づき予算化」 と
回答した自治体は12で、その小中学生一人当たり学
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校図書館図書費の平均は1121.9円で、それ以外と回
答した56自治体の平均は1101.6円であった。 
それらの自治体の公共図書館資料費達成率の中央
値を比較すると、「1 交付税の単位費用積算に基づ
き予算化」と回答した12自治体では、40.3%であり、
それ以外の１以外の自治体の平均は、40.2%であった。
また、公共図書館貸出密度達成率の中央値をみると、
１「交付税の単位費用積算に基づき予算化」と回答
した12自治体の平均は38.0%であったのに対し、１
以外と回答した56自治体の平均は47.3%であった。   
ただし、ここでは回答数自体の数の少なさに注目
すべきところであろう。 
4.2 学校図書館図書費と自治体施策 
学校図書館に関する調査において、司書教諭の発
令状況や自治体施策である子ども読書推進計画にお
いて盛り込む予定の事柄の中に「人」の配置がある
かどうかについて学校図書館図書費との相関をみた。 
（１）司書教諭発令と学校図書館図書費 
司書教諭の発令は、市教育委員会が行うのであれ
ば、市全体としてのその職務への認識と取り組みが
あると考えられるが、各学校の校長が行っている場
合は職務内容が明確でない場合もある。 
小中学生ひとり当たり学校図書館図書費の平均は、    
教育委員会発令率100%の自治体で885円、教育委員
会発令率0%の自治体で、1140円であった。         
教育委員会が発令を行った自治体は68自治体中5
つしかなく、そこに特例的に図書費の少ない自治体
が含まれていたため、その影響を大きく受けて平均
学校図書館図書費は教育委員会発令100%自治体のほ
うが低い結果になった。これについては、教育委員
会発令100%自治体の数の少なさ自体に考慮すべき点
があろう。 
（２） 学校図書館の「人」の配置と学校図書館図書費 
今後の取り組みとして学校図書館への「人｣の配置
を具体的に計画しているかの指標として、「司書教
諭の専任化、減免」もしくは「学校司書の配置」を
回答している自治体とそうでない自治体の比較を行
った。子ども読書推進計画の内容で２(司書教諭の専
任化、減免)または３（学校司書配置）と回答した自
治体は16自治体で、その平均学校図書館図書費（児
童生徒一人当たり）は1098円、そこに回答のない
52自治体では1107円 であった。ここについても、
人の配置を計画している自治体が 16と少ないこと
にまず注目すべきであると考えられる。    
5 考察 
以上の結果より、次の2点が考察される。 
第一に、学校図書館の充実度に大きな自治体格差
があるということである。小中学生一人当たり図書
費は68自治体の中で最高3312.9円最低58.3 円で
あった。58.3円の市は例外として省くとしても、最
低は413円と文庫本1冊も買えない費用で、最高の
自治体と一人当たり図書費8倍の格差があることに
なる。公立図書館の充実と明確な相関はないものの、
公立図書館が充実していない市の学校図書館の充実
度が低い傾向がみられたが、こうなるとどこに行っ
ても本がないという状況が考えられ、自治体によっ
て学習環境に大きな格差があることになる。これは
公教育という面から大きな問題であるといえる。 
次に、学校図書館施策への取り組みについて、予
算化が明確に行われない、司書教諭発令が充て職で
実質的な図書館への人の配置につながっていない、
かといって「学校司書」を配置するかといえばその
取り組みも少ない、と、先の資料の充実の問題に加
えて、「人」や予算の面でも遅れがある、というこ
とである。指導要領にうたわれているように「自ら
学ぶ姿勢」「生きる力」を養うのに、学校図書館は
メディアセンターとして大きな役割を担うはずであ
るが、実態としてはその狙いに沿った取り組みがで
きているとはいえない。早急な対策が必要であろう。 
今回の研究では学校図書館の充実度の指標として
一人当たり図書費を指標としたが、児童生徒の利用
やその他実態に沿った指標も今後考えていく必要が
あるだろう。また、司書教諭については今後の発令
状況などの実態を継続的に調査していくことも必要
と思われる。 
学校図書館の充実度の高い自治体では、公立図書
館との連携も盛んである。社会教育行政と学校教育
行政を縦割りで切るのではなく行政主体自体も連携
しそれを強化していくことが望まれる。 
